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1.有形固定資産148億9,973万円

町民1人当たり

138万7,183円 1.固定負債 59億5,880万円

町民1人当たり

55万4,771円

　(1)総　務　費 6億8,905万円 6万4,151円 　(1)地　方　債 50億6,622万円 47万1,671円

　(2)民　生　費 5億3,350万円 4万9,669円

　(3)衛　生　費 2億8,456万円 2万6,493円 　(2)債務負担行為 1億3,260万円 1万2,345円

　(4)労　働　費 1,175万円 1,094円

　

(3)

退職給与引当金

8億1,021万円 7万754円

　(5)

農林水産業費

34億4,212万円 32万465円 2.流動負債 6億6,6,03万円

町民1人当たり

6万2,008円

　(6)商　工　費 21億4,897万円 20万72円 　(1)地　方　債 6億6,603万円 6万2,008円

　(7)土　木　費 42億8,119万円 39万8,584円

　(8)消　防　費 2億6,816万円 2万4,966円 　

(2)

翌年度繰上充用金

0円 0円

　(9)教　育　費 　30億7,650万円 28万6,426円 負 債 合 計 66億2,483万円

町民1人当たり

61万6,779円

　(10)そ の 他 1億6,393万円 1万5,262円

2.投　　資　　等 7億8,557万円

町民1人当たり

7万3,138円

　(1)

投資及び出資金

7,968万円 7,419円 1.正味資産 101億1,364万円

町民1人当たり

94万1,592円

　(2)基　　　金 7億589万円 6万5,719円 　(1)国庫支出金 10億2,895万円 9万5,796円

3.流 動 資 産 10億5,317万円

町民1人当たり

9万8,051円 　

(2)

都道府県支出金

14億9,882万円 13万9,542円

　(1)現金・預金 8億6,147万円 8万204円 　(3)一般財源等 75億8,587万円 70万6,254円

　(2)未　収　金 1億9,170万円 1万7,848円 正味資産合計 101億1,364万円

町民1人当たり

94万1,592円

資 産 合 計167億3,847万円

町民1人当たり

155万8,372円 資 産 合 計167億3,847万円

町民1人当たり

155万8,372円

平成17年度塙町

平成18年3月31日現在

一般会計バランスシート

　　（翌々年度以降償還予定元金額）

　　（翌年度償還予定元金額）

　資産の部（町がこれまでに取得した財産の現在価値） 　負債の部（将来の世代が負担する金額）

　正味資産の部（今までの世代が負担した金額）
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３．３５年

（平成16年度3.26年、平成15年度3.24年）

　歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、ス

トックである資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを

見ることができます。この数値(年数)が大きいほど社会資

本整備が進んでいるといえますが、反面、維持管理に要す

る費用も多大になります。

　●社会資本形成の世代間負担比率

　　　　

６７．９％

（平成16年度64.8％、平成15年度63.0％）

　社会資本の整備結果を表す有形固定資産のうち、正味資

産の占める割合を見ることによって、これまでの世代が既

に負担した部分がわかります。この比率が高いほど、将来

世代の負担が少ないことを表しています。
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町民１人当たり

使用料・手数料等

3億7,640万円

人件費、退職給与引当金繰入等

9億2,714万円 8万6千円

国庫(県)支出金

物にかかるコスト

4億457万円

物件費、維持補修費、減価償却費

15億9,701万円 14万9千円

一般財源

移転支出的なコスト

34億6,247万円

扶助費、補助費等、

収入合計（b)

普通建設事業費

（他団体への補助金等)

15億1,896万円 14万1千円 42億6,247万円

その他のコスト

災害復旧費、不能欠損額、 正味資産国庫(県)支出金償却額

公債費(利子のみ)

1億7,069万円 1万6千円

　　（c)

2億2,981万円

42億1,379万円 39万2千円

期首一般財源等

73億2,642万円

総　額

町民１人当たり

差引一般財源等増加額

民  　　　生  　　　費

7億8,496万円 ７万3千円

（b)－(a)＋(c）

2億5,945万円

農  林  水  産  業  費

6億4,349万円 6万円

期末一般財源等

教  　　　育  　　　費

6億1,086万円 5万7千円 75億8,587万円

総  　　　務  　　　費

5億9,595万円 5万5千円

衛  　　　生  　　　費

4億7,396万円 4万4千円

土  　　　木  　　　費

4億3,724万円 4万1千円

消  　　　防  　　　費

2億3,188万円 2万2千円

そ  　　　の　  　　他

4億3,545万円 4万円

42億1,379万円 39万2千円

合　　　計　

性　　質　　別

目　　的　　別

   収 入 項 目

町民１人あたりについて

　バランスシート・行政コスト計

算書の１人当たりの金額は、平成

18年3月31日現在の人口10,741

人で算出しています。

内　　訳

人にかかるコスト

合　　　計　（a)

内　　訳



　　用　語　解　説　　　　　　　　　＊固定資産


　＊有形固定資産　　　　　　　　　　　　返済期限が一年を超える債務


　　学校や道路、庁舎など長期　　　　　＊退職給与引当金


（一年超）にわたり保有・使用　　　　年度末に全職員が普通退職した


される土地・建物等の資産　　　　　　と想定した場合の退職金所要額


　＊投資等　　　　　　　　　　　　　　＊流動負債


　　関係団体への出資金や各種基金　　　　返済期限が一年以内に到来する


などの蓄えているお金　　　　　　　　債務


　＊流動資産　　　　　　　　　　　　　＊正味資産


　　現金のほか、必要時にすぐ現金　　　　資産等のうち税等によりこれま


化できる基金や、町税などで未　　　　での世代によって負担された額


収入のもの　　　　　　　　　　　　　








バランスシートから見え


ること





　バランスシートは、町が保有する資産と、


その調達財源を総括的に表した報告書です。


　平成１７年度末現在、塙町の資産総額は


１６７億３，８４７万１千円です。内訳では、有形固定資産（道路や学校など）が全体の約９割を占めています。前年度比では、４％の減ですが、減価償却による減が新規事業を上回ったためです。


　資産の調達税源としては、地方債や債務負担行為による借入が約７３億円。国・県からの補助金が約２７億円。税等の一般財源が約７３億円です。


　これらを町民一人当たりに換算すると、資産が約１５６万円、うち負債が約６２万円で、補助を含めた自己資金が約９４万円です。





　　行政コスト計算書


　　からわかること


　行政コスト計算書は、人的サービスや給付サービスなど、資産形成以外の行政サービスの提供状況を表したものです。


　行政サービスは、大きく「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的なコスト」「その他のコスト」に分類されます。


平成十七年度の行政コストは四十二億千三百七十九万円でした。性質別に見ると、「物にかかるコスト」が最も多く、次いで「移転支出的なコスト」「人にかかるコスト」の順になっています。目的別では、民生費（医療・福祉関係）が最も多く、次いで農林水産業費、教育費の順になっています。


町民一人当たりに換算した行政コストは、三十九万二千円でした。
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		平成17年度塙町

		一般会計バランスシート												平成18年3月31日現在

		　借　方										　貸　方

		1.有形固定資産		148億9,973万円		町民1人当たり		138万7,183円				1.有形固定資産		148億9,973万円		町民1人当たり		138万7,183円

		　(1)総　務　費		6億8,905万円				6万4,151円				　(1)総　務　費		6億8,905万円				6万4,151円

		　(2)民　生　費		5億3,350万円				4万9,669円				　(2)民　生　費		5億3,350万円				4万9,669円

		　(3)衛　生　費		2億8,456万円				2万6,493円				　(3)衛　生　費		2億8,456万円				2万6,493円

		　(4)労　働　費		1,175万円				1,094円				　(4)労　働　費		1,175万円				1,094円

				34億4,212万円				32万465円						34億4,212万円				32万465円

		　(6)商　工　費		21億4,897万円				20万72円				　(6)商　工　費		21億4,897万円				20万72円

		　(7)土　木　費		42億8,119万円				39万8,584円				　(7)土　木　費		42億8,119万円				39万8,584円

		　(8)消　防　費		2億6,816万円				2万4,966円				　(8)消　防　費		2億6,816万円				2万4,966円

		　(9)教　育　費		　30億7,650万円				28万6,426円				　(9)教　育　費		　30億7,650万円				28万6,426円

		　(10)そ の 他		1億6,393万円				1万5,262円				　(10)そ の 他		1億6,393万円				1万5,262円

		2.投　　資　　等		7億8,557万円		町民1人当たり		7万3,138円				2.投　　資　　等		7億8,557万円		町民1人当たり		7万3,138円

				7,968万円				7,419円						7,968万円				7,419円

		　(2)基　　　金		7億589万円				6万5,719円				　(2)基　　　金		7億589万円				6万5,719円

		3.流 動 資 産		10億5,317万円		町民1人当たり		9万8,051円				3.流 動 資 産		10億5,317万円		町民1人当たり		9万8,051円

		　(1)現金・預金		8億6,147万円				8万204円				　(1)現金・預金		8億6,147万円				8万204円

		　(2)未　収　金		1億9,170万円				1万7,848円				　(2)未　収　金		1億9,170万円				1万7,848円

		資 産 合 計		167億3,847万円		町民1人当たり		155万8,372円				資 産 合 計		167億3,847万円		町民1人当たり		155万8,372円

										　社会資本の整備結果を表す有形固定資産のうち、正味資産の占める割合を見ることによって、これまでの世代が既に負担した部分がわかります。この比率が高いほど、将来世代の負担が少ないことを表しています。

										　歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、ストックである資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。この数値(年数)が大きいほど社会資本整備が進んでいるといえますが、反面、維持管理に要する費用も多大になります。
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